
1

2022年２月22日

各 位

会 社 名 株式会社日本取引所グループ

代表者名 取締役兼代表執行役グループCEO 清田 瞭

（コード8697 東証第一部）

問合せ先 広報・ＩＲ部長 林 慧貞

（ＴＥＬ   ( 0 3 ) 3 6 6 6 － 1 3 6 1）

ＪＰＸ総研の事業開始に向けた完全子会社間の組織再編（会社分割・合併）について

当社は、当社の完全子会社である株式会社東京証券取引所、株式会社大阪取引所、株式会社ＪＰＸ総

研及び株式会社東証システムサービス（以下「株式会社」を「(株)」と略する。）の間において、下記の

とおり、2022 年４月１日を効力発生日とする組織再編（会社分割・合併）を行うことを本日決議しまし

たので、お知らせいたします。

記

１．本組織再編の概要

本組織再編は、(株)東京証券取引所及び(株)大阪取引所のデータ、デジタル関係事業を(株)ＪＰＸ総

研に承継する会社分割を行うとともに、(株)東証システムサービスと(株)ＪＰＸ総研を合併することに

より、(株)ＪＰＸ総研において日本取引所グループのデータ、デジタル関係事業を集約するものです。

（本組織再編の理由・目的については、2021 年 11 月 25 日付け当社適時開示「子会社の設立について」

をご参照ください。）。

２．本組織再編の要旨

（１）本組織再編の日程

吸収分割契約・吸収合併契約締結日 2022年２月22日（火）

吸収合併契約株主総会承認日(注1) 2022年２月中（予定）

吸収分割・吸収合併 公告日 2022年２月24日（木）（予定）

実施予定日（効力発生日） 2022年４月１日（金）（予定）

(注 1) (株)東京証券取引所及び(株)大阪取引所において、本吸収分割は、会社法第 784 条第２項

に規定する簡易吸収分割に該当することから、株主総会の承認を要しません。また、(株)ＪＰ

Ｘ総研において、本吸収分割及び本吸収合併は、会社法第 796 条第２項に規定する簡易吸収分

割及び簡易吸収合併に該当することから、株主総会の承認を要しません。(株)東証システム

サービスにおいて本吸収合併に必要な株主総会の承認を得る予定です。

（２）本組織再編の方式

(株)東京証券取引所及び(株)大阪取引所を分割会社とし、(株)ＪＰＸ総研を承継会社とする吸収分

割を行うとともに、(株)ＪＰＸ総研を存続会社とし、(株)東証システムサービスを消滅会社とする吸

収合併を行います。
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（３）本組織再編に係る割当ての内容

本組織再編は、（株）日本取引所グループの完全子会社間の組織再編のため、株式その他の金銭等の

割当てはありません。

（４）本組織再編に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。

（５）本組織再編により増減する資本金等

本組織再編による各当事会社の資本金等の増減はありません。

（６）本組織再編により(株)ＪＰＸ総研が承継する権利義務

(株)ＪＰＸ総研は、吸収分割契約に基づき、本吸収分割の効力発生日において、(株)東京証券取引

所及び(株)大阪取引所が行う情報サービス事業、情報システム事業及びＩＴサービス事業に関する権

利義務を承継します（相場情報提供に係る情報サービス事業を除く。）。また、(株)ＪＰＸ総研は、合

併契約に基づき、本吸収合併の効力発生日において、(株)東証システムサービスが行うすべての事業

に関する権利義務を承継します。なお、(株)東京証券取引所及び(株)大阪取引所から(株)ＪＰＸ総研

に対する債務の承継は重畳的債務引受の方法によります。

（７）債務履行の見込み

各当事会社が、本組織再編後に負担すべき債務については、その履行の確実性に問題はないものと

判断しています。

３．本組織再編の当事会社の概要   （本開示日時点現在。単位：百万円。特記しているものを除く。）

（１）吸収分割分割会社 （２）吸収分割分割会社

（１） 名 称 (株)東京証券取引所 (株)大阪取引所

（２） 所 在 地 東京都中央区 大阪府大阪市中央区

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山道 裕己 代表取締役社長 岩永 守幸

（４） 事 業 内 容 有価証券の売買を行うための市場

開設に係る業務 等

市場デリバティブ取引を行うため

の市場開設に係る業務 等

（５） 資 本 金 115億円 47億23百万円

（６） 設 立 年 月 日 1949年４月１日 1949年４月１日

（７） 発 行 済 株 式 数 2,300,000株 270,000株

（８） 決 算 期 ３月 ３月

（９） 大株主及び持株比率 (株)日本取引所グループ 100％ (株)日本取引所グループ 100％

（10） 直前事業年度（2021年３月期） 経営成績及び財政状態

(株)東京証券取引所(単体) (株)大阪取引所(単体)

純 資 産 125,763 20,671

総 資 産 160,818 29,941

１株当たり純資産(円) 54,679.84 76,561.30

営 業 収 益 100,320 17,306

営 業 利 益 57,399 5,144

経 常 利 益 58,888 5,149

当 期 純 利 益 41,257 3,540

１株当たり当期純利益(円) 17,937.83 13,114.23
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（３）吸収合併消滅会社
（４）吸収分割承継会社・

吸収合併存続会社

（１） 名 称 (株)東証システムサービス (株)ＪＰＸ総研

（２） 所 在 地 東京都中央区 東京都中央区

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮原 幸一郎 (注 2)

（４） 事 業 内 容 金融商品市場に関するシステム開

発、運用、コンサルティング、電

子通信事業 等

金融商品市場に関するデータ・イ

ンデックスサービス、システム関

連サービス 等

（５） 資 本 金 1億円 1億円

（６） 設 立 年 月 日 1986年６月３日 2021年 12月１日

（７） 発 行 済 株 式 数 1,600株 2,000株

（８） 決 算 期 ３月 ３月

（９） 大株主及び持株比率 (株)東京証券取引所 100％ (株)日本取引所グループ 100％

（10） 直前事業年度（2021年３月期） 経営成績及び財政状態

(株)東証システムサービス(単体) (株)ＪＰＸ総研(単体)

純 資 産 3,573

（2021年12月１日設立）

総 資 産 5,217

１株当たり純資産(円) 2,233,175.26

売 上 高 10,147

営 業 利 益 1,232

経 常 利 益 1,233

当 期 純 利 益 818

１株当たり当期純利益(円) 511,508.12

(注 2) 事業開始前のため開示を省略いたします。効力発生日（4/1）時点については４．（３）をご参照くだ

さい。

〔承継する事業の概要〕

(株)東京証券取引所及び(株)大阪取引所が行う情報サービス事業、情報システム事業及びＩＴサー

ビス事業に関する権利義務を承継します（相場情報提供に係る情報サービス事業を除く。）。また、

(株)ＪＰＸ総研は、合併契約に基づき、(株)東証システムサービスが行うすべての事業に関する権利

義務を承継します。これにより、金融商品市場に関するデータ・インデックスサービス、システム関

連サービスに関する事業を行います。

４．本組織再編後の状況〔吸収分割承継会社・吸収合併存続会社の概要〕

（１） 名 称
株式会社ＪＰＸ総研

（英文名称：JPX Market Innovation & Research, Inc.）
（２） 所 在 地 東京都中央区

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮原 幸一郎（2022年４月1日就任予定）

（４） 事 業 内 容
金融商品市場に関するデータ・インデックスサービス、システム関連

サービス 等

（５） 資 本 金 10億円（2022年４月１日増資予定）

（６） 決 算 期 ３月

（７） 純 資 産 183億円

（８） 総 資 産 207億円
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５．今後の見通し

本組織再編は、当社の完全子会社間で行われる組織再編であるため、当社連結業績に与える影響は軽

微と見込んでおります。

以 上


